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	根拠法令及び条項
	浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第３条
（平成25年枚方市条例第59号）

	審査基準
	法令の基準
	同条例第５条（登録の実施等）
　市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、第７条第１項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、規則で定める事項を浄化槽保守点検業者登録簿に登録しなければならない。
同条例第７条第1項（登録の拒否）
別添２のとおり


	
	具体的基準
	法令の基準が具体的かつ明確なため具体的基準は定めていない。
　　　


	
	参考事項
	

	標準処理期間
	標準処理期間
	総日数　30日


	
	特記事項
	

	備　　　考
	


別添２
枚方市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例
（登録）
第３条　浄化槽保守点検業を営もうとする者は、市長の登録を受けなければならない。
２　前項の登録の有効期間は、５年とする。
３　前項の有効期間の満了後引き続き浄化槽保守点検業を営もうとする者は、当該有効期間の満了の日の30日前までに次条の規定による申請をして、新たに第１項の登録を受けなければならない。
４　前項の規定による申請があった場合において、当該有効期間の満了の日までに当該申請に対する登録又は登録の拒否の処分がなされないときは、従前の登録は、当該有効期間の満了の日の翌日からその処分がなされるまでの間は、なお効力を有する。
５　前項の場合において、新たに登録がなされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。
　（登録の申請）
第４条　前条第１項の登録を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則で定めるところにより、市長に浄化槽保守点検業を営もうとする区域その他規則で定める事項を記載した申請書を提出しなければならない。
　（登録の実施等）
第５条　市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、第７条第１項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、規則で定める事項を浄化槽保守点検業者登録簿に登録しなければならない。
（登録の拒否）
第７条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する者であるとき又は第４条の規定により申請した内容の重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。
　⑴　法若しくはこの条例又はこれらに基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者
　⑵　第13条第１項の規定により登録を取り消され、その取り消された日から起算して２年を経過しない者
　⑶　法人が第13条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その取り消された日以前30日以内にその法人の役員（業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）であった者でその取り消された日から起算して２年を経過しないもの
　⑷　第13条第１項の規定により営業の停止を命じられ、その停止の期間が経過しない者
　⑸　浄化槽保守点検業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号又は次号のいずれかに該当するもの
　⑹　法人でその役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの
　⑺　第９条に規定する要件のいずれかを欠く者
（変更の届出等）
第８条　浄化槽保守点検業者は、第４条の申請書に記載した事項（規則で定めるものに限る。）に変更が生じたときは、その日から30日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。
２　第５条第１項の規定は、前項の規定による届出があった場合について準用する。
（登録の取消し及び営業の停止）
第13条　市長は、浄化槽保守点検業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は６月を超えない範囲内で期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
　⑴　偽りその他不正の手段により第３条第１項の登録を受けたとき。
　⑵　第７条第１項第１号、第３号又は第５号から第７号までのいずれかに該当することとなったとき。
　⑶　この項の規定による停止の処分に違反したとき。
第20条　第８条第１項の規定に違反した者は、科料に処する。
枚方市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則
（登録の申請）
第２条　条例第４条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　⑴　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所
　⑵　大阪府の区域内の主たる営業所及び本市の区域内において事業を営む営業所の名称及び所在地　
　⑶　法人にあっては、役員の氏名及び住所
　⑷　条例第９条第１項の規定により置く浄化槽管理士（以下「浄化槽管理士」という。）の氏名及び浄化槽管理士免状の番号
　⑸　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項
２　条例第４条の規定による申請書の提出は、浄化槽保守点検業登録申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。
　⑴　法人にあっては、登記事項証明書
　⑵　誓約書（様式第２号）
　⑶　浄化槽管理士の浄化槽管理士免状の写し
　⑷　浄化槽保守点検業器具明細書（様式第３号）
　⑸　営業所の付近の見取図
　⑹　現に都道府県知事又は他の保健所を設置する市の長の浄化槽保守点検業に係る登録を受けている者にあっては、その旨を明らかにする書面
　⑺　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
